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連載 著作権と情報システム 第 31回 

司法書士／駒澤大学 田沼 浩 

 
１．著作物 

[3] 文化庁案「著作権審議会第六小委員会（コンピュータ・ソフトウェア関係） 

       中間報告」（23） 
 
「中間報告の結論」著作権法におけるコンピュータ・ソフトウェアの保護の問題に関す

る対策 

１． プログラムの保護の明確化 
プログラムは著作物であり、これを明確にするために、著作権法第１０条の著作物の

例示規定にプログラムを明示すべきである。そして、プログラムの定義規定を設けるこ

とを検討すべきである。 
中間報告に沿って、これまで曖昧だったプログラムを著作権法の適用を明確にさせる

ため、例示規定に新たに加えると共に、曖昧だったプログラムの概念を明確にするため、

プログラムに関する用語を定義する規定を置くことになった。 
昭和６１年６月１４日法律第６２号により、著作権法第１０条第１項第９号に「プロ

グラムの著作物」が、同条第３項に用語の定義が設けられた。 

著作権法第１０条 
第１項 
第９号 九 プログラムの著作物 
第３項 第１項第９号に掲げる著作物に対するこの法律による保護は、その著作物を

作成するために用いるプログラム言語、規約及び解法に及ばない。この場合において、

これらの用語の意義は、次の各号に定めるところによる。 
一 プログラム言語 プログラムを表現する手段としての文字その他の記号及びその
体系をいう。 
二 規約 特定のプログラムにおける前号のプログラム言語の用法についての特別の
約束をいう。 
三 解法 プログラムにおける電子計算機に対する指令の組合せの方法をいう。 
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